
する支援体制の在り方や成年後見制度の地域連携ネットワーク、地域において積極的な見守り
活動を行っている関係団体の取組の情報を共有した。
　国民生活センターでは、障害のある人や高齢者、その周りの人々に悪質商法の手口やワンポ
イントアドバイス等をメールマガジンや同センターホームページで伝える「見守り新鮮情報」
を発行するとともに、最新の消費生活情報をコンパクトにまとめた「2023年版くらしの豆知識」
の発行に当たってはカラーユニバーサルデザイン認証を取得したほか、デイジー版（デジタル
録音図書）を作成し、全国の消費生活センター、消費者団体及び全国の点字図書館等に配布す
るとともに、国立国会図書館視覚障害者等用データ送信サービスにも登録した。
　地域において配慮を要する消費者への取組を進めるためには、消費生活センター等における
消費生活相談体制の充実・強化も促進する必要がある。消費者庁では、地方消費者行政強化交
付金等を通じ、消費者安全確保地域協議会の設置促進のほか、地方公共団体における障害のあ
る人の特性に配慮した消費生活相談体制の整備を図る取組等も支援している。

■図表４-４　認知症高齢者、障害のある人等の消費生活相談件数（年度別）（2012～2022年度）
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注１：2023年３月末までの登録分。消費生活センター等からの経由相談は含まない。
注２：「判断不十分者契約」又は「心身障害者関連」に関する相談についての集計。
資料：独立行政法人国民生活センター運営のPIO-NET （全国消費生活情報ネットワークシステム）
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（５）障害者虐待防止対策の推進
　障害のある人の尊厳の保持のため障害のある人に対する虐待を防止することは極めて重要であ
ることから、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成23年法律
第79号）が2012年10月から施行されている。
　この法律においては、何人も障害者を虐待してはならないことや虐待を受けたと思われる障害
者を発見した場合には速やかに通報すること等を規定しており、地方公共団体は障害者虐待対応
の窓口として「市町村障害者虐待防止センター」や「都道府県障害者権利擁護センター」の機能
を果たすこととされている。各センターでは、障害者虐待の通報・届出の受理に加え、相談や指導・
助言を行うほか、国民の理解の促進を図るため、障害者虐待防止の広報・啓発等を行っている。
　厚生労働省においては、地方公共団体が関係機関との連携の下、障害者虐待の未然防止や早期
発見、迅速な対応等を行えるよう、障害者虐待防止対策支援等の施策を通じて、支援体制の強化
や地域における関係機関等との協力体制の整備等を図るとともに、障害のある人の虐待防止や権
利擁護等に係る各都道府県における指導的役割を担う者の養成研修等を実施している。

第１節　生活安定のための施策第４章　日々の暮らしの基盤づくり

■図表４-５　�認知症高齢者、障害のある人等の消費生活相談件数（商品・役務別10位まで）（2022
年度）

商品・役務 件数
1 商品一般 1,611
2 フリーローン・サラ金 1,342
3 他の健康食品 1,178
4 携帯電話サービス 844
5 新聞 714
6 役務その他サービス 499
7 出会い系サイト・アプリ 468
8 賃貸アパート 460
9 健康食品（全般） 383
10 屋根工事 358

注１：2023年３月末までの登録分。消費生活センター等からの経由相談は含まない。
注２：｢判断不十分者契約」又は「心身障害者関連」に関する相談についての集計。
資料：�独立行政法人国民生活センター運営のPIO-NET （全国消費生活情報ネットワー

クシステム）
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（６）障害者団体や本人活動の支援
　意思決定過程に障害のある人の参画を得て、その視点を施策に反映させる観点から、障害者政
策委員会等において障害のある人や障害者団体が、情報保障その他の合理的配慮の提供を受けな
がら構成員として審議に参画している。
　また、「障害者総合支援法」に基づく地域生活支援事業において、障害のある人やその家族、
地域住民等が自発的に行う活動に対する支援を行う「自発的活動支援事業」を実施している。

２．在宅サービス等の充実
（１）在宅サービスの充実
　障害のある人が地域で暮らしていくためには、在宅で必要な支援を受けられることが必要とな
る。このため、市町村において「障害者総合支援法」に基づき、利用者の障害の程度や必要な支
援の内容等に応じ、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護及び重度障害者等包括支援を
実施している。
・居宅介護…入浴等の介護や調理等の家事の援助等を短時間集中的に行うサービス
・重度訪問介護…�常時介護を要する身体に重度の障害のある人、知的障害若しくは精神障害によ

り、行動上著しい困難を有する障害のある人に対し、入浴等の介護や調理等の
家事の援助等のほか、日常生活に生じる様々な介護の事態に対応するための見
守り等の支援や外出時における移動中の介護を長時間行うとともに、病院、診
療所、助産所、介護老人保健施設又は介護医療院に入院又は入所している一定
の要件を満たす障害のある人に対して、意思疎通の支援その他の必要な支援を
行うサービス

・同行援護…�重度の視覚障害のある人に対し、外出時において同行し、移動に必要な情報を提供
するほか、移動に必要な支援等を行うサービス

・行動援護…�知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を有する障害のある人に対し、居宅

■図表４-６　障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律の概要

資料：厚生労働省

障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律の概要

１ ｢障害者｣とは、身体・知的・精神障害その他の心身の機能の障害がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活・社会生活に相当な制限を受ける状態
にあるものをいう。

２ ｢障害者虐待｣とは、①養護者による障害者虐待、②障害者福祉施設従事者等による障害者虐待、③使用者による障害者虐待をいう。
３ 障害者虐待の類型は、①身体的虐待、②放棄・放置、③心理的虐待、④性的虐待、⑤経済的虐待の５つ。

定 義

１ 何人も障害者を虐待してはならない旨の規定、障害者の虐待の防止に係る国等の責務規定、障害者虐待の早期発見の努力義務規定を置く。
２ 「障害者虐待」を受けたと思われる障害者を発見した者に速やかな通報を義務付けるとともに、障害者虐待防止等に係る具体的スキームを定める。

３ 就学する障害者、保育所等に通う障害者及び医療機関を利用する障害者に対する虐待への対応について、その防止等のための措置の実施を学校の長、保育所等の長
及び医療機関の管理者に義務付ける。

虐待防止施策

養護者による障害者虐待 障害者福祉施設従事者等による障害者虐待 使用者による障害者虐待

[市町村の責務]相談等、居室確保、連携確保
[設置者等の責務] 当該施設等における障害者に
対する虐待防止等のための措置を実施

[事業主の責務] 当該事業所における障害者に対
する虐待防止等のための措置を実施

[スキーム] [スキーム] [スキーム]

附則第２条

政府は、学校、保育所等、医療機関、官公署等における障害者に対する虐待の防止等の体制の在り方並びに障害者の安全の確認又は安全の確保を実効的に行うため
の方策、障害者を訪問して相談等を行う体制の充実強化その他の障害者虐待の防止、障害者虐待を受けた障害者の保護及び自立の支援、養護者に対する支援等のため
の制度について、この法律の施行後三年を目途として、児童虐待、高齢者虐待、配偶者からの暴力等の防止等に関する法制度全般の見直しの状況を踏まえ、この法律の
施行状況等を勘案して検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

検討

通報
①事実確認（立入調査等）
②措置(一時保護、後見審判請求)

①監督権限等の適切な行使
②措置等の公表

①監督権限等の適
切な行使

②措置等の公表

通報
通報

通知

報告報告
労働局都道府県

（2011年６月１７日成立、2011年６月２４日公布、2012年１０月１日施行）

市町村

障害者に対する虐待が障害者の尊厳を害するものであり、障害者の自立及び社会参加にとって障害者に対する虐待を防止することが極めて重要であること等に鑑み、障害者に
対する虐待の禁止、国等の責務、障害者虐待を受けた障害者に対する保護及び自立の支援のための措置、養護者に対する支援のための措置等を定めることにより、障害者虐待
の防止、養護者に対する支援等に関する施策を促進し、もって障害者の権利利益の擁護に資することを目的とする。
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内や外出時における危険を伴う行動を予防又は回避するために必要な支援等を行う
サービス

・重度障害者等包括支援…�著しく重度の障害のある人の様々なニーズに応えて、円滑なサービス
の利用が可能、利用者のその時々の心身の状態等に応じて必要となる
複数の障害福祉サービスを組み合わせて、包括的に提供するサービス

　これらのサービスに加え、自宅で介護する人が病気の場合などに、短時間、夜間も含めて施設
において入浴等の介護を行うサービスである短期入所も行っている。

（２）住居の確保
ア　福祉施策における住居の確保支援
　障害のある人が地域で安心して暮らすことができるよう、単身での生活が困難な障害のある
人が共同して自立した生活を営む場として、共同生活援助（グループホーム）を位置付けてい
るところである。グループホームでは、日常生活における家事や相談等の支援のほか、利用者
の就労先又は日中活動サービス等との連絡調整や余暇活動等の社会生活上の援助を実施してい
る。また、必要な利用者に対しては、食事や入浴等の介護を行うこととしている。なお、2018
年度の報酬改定では、常時の支援体制を確保することにより、利用者の重度化・高齢化に対応
できるグループホームの新たな類型として「日中サービス支援型指定共同生活援助」を設けた
（2018年４月施行）。
　地域生活支援事業における相談支援事業に住宅入居等支援事業（居住サポート事業）を位置
付け、公的賃貸住宅及び民間賃貸住宅への入居を希望する障害のある人に対して、不動産業者
に対する物件のあっせん依頼及び家主等との入居契約手続等といった入居支援や、居住後のサ
ポート体制の調整をしている。また、障害のある人が地域の中で生活することができるように、
低額な料金で居室などを提供する福祉ホーム事業を実施している。
　さらに、障害者支援施設や精神科病院等から地域生活への移行を希望する障害のある人に対
して住居の確保等を支援する地域移行支援や、単身で地域生活している障害のある人に対して
定期的な居宅訪問等により必要な支援を行う自立生活援助や連絡体制の確保や緊急時の支援を
行う地域定着支援を行っている。

イ　住宅施策における住宅の確保支援
　障害のある人等の住宅の確保に特に配慮を要する人の居住の安定を確保することは、「住生
活基本法」（平成18年法律第61号）の基本理念の一つであり、その理念にのっとり賃貸住宅の
供給促進に関する基本事項等を定めた「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関
する法律」（平成19年法律第112号）に基づき、以下のとおり公営住宅等の公的賃貸住宅の的確
な供給及び民間賃貸住宅への円滑な入居の支援等の各種施策を一体的に推進している。
①　障害のある人に配慮した公的賃貸住宅の供給
　公的賃貸住宅は、障害のある人の心身の状況、その他の配慮を必要とする事情を勘案し、
以下のように供給されている。
　公営住宅においては、入居者の募集・選考に際し、障害のある人を含む世帯は特に住宅困
窮度が高いものとして、地方公共団体の裁量により一定の上限の下、入居者の収入基準を緩
和するとともに、当選率の優遇、別枠選考等の措置を講じている。
　地域優良賃貸住宅制度においては、障害のある人を含む世帯等を対象に良質な賃貸住宅を
供給するため、民間事業者等に対し、その整備や家賃低廉化に対する支援を行うほか、入居
の際、地方公共団体の裁量により別枠選考等の措置ができることとしている。
　また、独立行政法人都市再生機構賃貸住宅においては、障害のある人を含む世帯に対して、
入居者の収入基準の緩和、１階、２階又はエレベーター停止階への住宅変更、新規賃貸住宅

第１節　生活安定のための施策第４章　日々の暮らしの基盤づくり
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募集時の当選倍率の優遇等の措置を講じている。
②　民間賃貸住宅への円滑な入居の促進
　民間賃貸住宅を活用した、障害のある人を含む世帯等の住宅確保要配慮者の入居を拒まな
いセーフティネット登録住宅を推進するとともに、登録住宅の改修や入居者負担の軽減等へ
の支援を実施している。
　また、民間賃貸住宅への円滑な入居を促進するため、地方公共団体、不動産関係団体、居
住支援団体等が組織する居住支援協議会や居住支援法人が相談・情報提供等、地域の実情に
応じた活動を行っているところであり、これらの取組に対する支援を実施している。また、
家賃滞納が発生した場合の家賃を保証する家賃債務保証について、適正に当該業務を行うこ
とができる者を登録する家賃債務保証業者登録制度を定め、登録・公表している。

ウ　住宅施策と福祉施策との連携
　公的賃貸住宅の整備に際して、障害のある人の生活に関連したサービスを備えた住宅を整備
するため、障害者福祉施設との一体的な整備を推進している。
　公営住宅については、障害のある人の共同生活を支援することを目的とするグループホーム
事業へ活用することができることとしており、公営住宅等を障害のある人向けのグループホー
ムとして利用するための改良工事費について支援している。
　また、生活支援サービス付き公営住宅（シルバーハウジング）については、住宅施策と福祉
施策の密接な連携の下に供給されているところであり、地方公共団体の長が特に必要と認める
場合に、障害のある人を含む世帯の入居を可能とし、その居住の安定を図っている。
　民間賃貸住宅については、居住支援協議会や居住支援法人を活用し、障害のある人を含む世
帯等の民間賃貸住宅への円滑な入居を支援している。
　また、住宅市街地総合整備事業、優良建築物等整備事業、市街地再開発事業等において、デ
イサービスセンター、保育所等の社会福祉施設等を整備する場合、一定の条件を満たすものに
対し建築主体工事費の一部を補助対象とし、障害のある人等の生活しやすい市街地環境の形成
を図っている（住宅については、第５章第１節も参照）。

（３）自立及び社会参加の促進
　障害のある人が社会の構成員として地域で共に生活することができるようにするとともに、そ
の生活の質的向上が図られるよう、生活訓練、コミュニケーション手段の確保等の施策を行って
いる。
　2006年10月から、市町村及び都道府県が創意工夫により地域の特性や利用者の状況に応じて柔
軟に事業を行う地域生活支援事業を実施し、障害のある人の社会参加と自立支援を推進している。
　なお、「身体障害者補助犬法」（平成14年法律第49号）により、身体に障害のある人が公共的施
設や不特定かつ多数の者が利用する施設等を利用する場合において、身体障害者補助犬（盲導犬、
介助犬及び聴導犬）の同伴について拒んではならないとされた。さらに、2007年度に「身体障害
者補助犬法の一部を改正する法律」（平成19年法律第126号）が成立し、2008年４月から、都道府
県等が苦情の申し出等に関する対応をすることが明確化され、2008年10月からは、一定規模以上
の事業所や事務所において、勤務する身体に障害のある人が身体障害者補助犬を使用することを
拒んではならないこととされた。なお、対象となる事業所や事務所については、雇用する労働者
の数によって定められており、2008年度からは56人以上、2013年度からは50人以上、2018年度か
らは43.5人以上（経過措置として2021年２月28日までは45.5人以上）とされていた。2023年３月
に障害者の雇用率が改正されたことに伴い、2024年４月１日からは37.5人以上（経過措置として
2026年６月30日までは40人以上）と改正することとしている。
　また、2006年度より都道府県地域生活支援事業において、身体障害者補助犬の育成に対する補
助を実施してきた。2016年度には育成のみならず、理解促進や育成計画の作成等を補助対象に加
え、2018年度からは国として推進すべき事業として、地域生活支援促進事業に位置付ける等充実
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